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議案第９号 

 

大阪市職員基本条例の一部を改正する条例案 

 

大阪市職員基本条例（平成24年大阪市条例第71号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げ

る規定の傍線を付した部分のように改め、改正後欄に掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定

（以下「対象規定」という。）を加える。 

改正後 改正前 

（懲戒の効果） 

第29条 [略] 

２ 減給は、１日以上６月以下の期間におい

て、１月につき、その発令の日に受ける給

料の月額及びこれに対する地域手当の月額

の合計額（法第22条の２第１項第１号に掲

げる職員にあっては、当該日の属する月に

おける報酬の総額のうち給料及び地域手当

に相当する額）の10分の１以下の額を減じ

て行うものとする。この場合において、職

員の給与に関する条例附則第３項及び第５

項から第８項までの規定により給料の月額

が改定されたことにより、その減ずる額が

これらの規定により改定された給料の月額

及びこれに対する地域手当の月額の合計額

の10分の１に相当する額を超えることとな

ったときは、当該額を減じて行うものとす

る。 

[３・４ 略] 

（降任、免職、休職等の手続） 

第37条 [略] 

[２・３ 略] 

（懲戒の効果） 

第29条 [同左] 

２ 減給は、１日以上６月以下の期間におい

て、１月につき、給料月額及び地域手当の

月額の合計額（法第22条の２第１項第１号

に掲げる職員にあっては、その月における

報酬の総額のうち給料及び地域手当に相当

する額）の10分の１以下の額を減じて行う

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[３・４ 同左] 

（降任、免職又は休職の手続） 

第37条 [同左] 

[２・３ 同左] 
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４ 前項の規定にかかわらず、職員の意に反

する降任の処分のうち法第28条の２第１項

本文の規定による他の職への降任の処分

は、その旨を市長の定めるところにより当

該職員に通知して行わなければならない。 

５ 次の各号に掲げる規定による降給の処分

は、当該降給の処分により職員の給料の月

額が改定される旨を、市長の定めるところ

により当該職員に通知して行わなければな

らない。 

⑴ 職員の給与に関する条例附則第３項及

び第５項から第８項まで 

⑵ 単純な労務に雇用される職員の給与の 

種類及び基準に関する条例（昭和28年大

阪市条例第26号）附則第２条 

⑶ 企業職員の給与の種類及び基準に関す

る条例（昭和41年大阪市条例第62号）附

則第２項 

別表（第28条関係） 

項番号 非違行為の類型 
懲戒処分 

の種類 

[略]  

21 教職員が自らが

勤務する学校（幼

稚園を含む。）の

児童、生徒若しく

は幼児（以下「児

童等」という。）又

は保護者、地域住

民その他の関係

者（以下「保護者

[略] 

[新設] 

 

 

 

 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第28条関係） 

項番号 非違行為の類型 
懲戒処分 

の種類 

[同左]  

21 教職員が自らが

勤務する学校（幼

稚園を含む。）の

児童、生徒若しく

は幼児（以下「児

童等」という。）又

は保護者、地域住

民その他の関係

者（以下「保護者

[同左] 
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等」という。）の個

人情報（個人情報

の保護に関する

法律（平成15年法

律第57号）第２条

第１項に規定す

る個人情報をい

う。以下同じ。）の

適切な管理を怠

ること 

[略] 

23 故意又は重大な

過失による不適

切な事務処理に

より、保有個人情

報等（個人情報の

保護に関する法

律第60条第１項

に規定する保有

個人情報又は大

阪市個人情報の

保護に関する法

律の施行等に関

する条例（令和５

年大阪市条例第   

号）第２条第２項

第３号に規定す

る市会保有個人

情報をいう。以下

同じ。）を流出さ

せ、公務の運営に

[略] 

等」という。）の個

人情報（大阪市個

人情報保護条例

（平成７年大阪

市条例第11号）第

２条第２号に規

定する個人情報

をいう。以下同

じ。）の適切な管

理を怠ること 

[同左] 

23 故意又は重大な

過失による不適

切な事務処理に

より、保有個人情

報（大阪市個人情

報保護条例第２

条第５号に規定

する保有個人情

報をいう。以下同

じ。）を流出させ、

公務の運営に支

障を生じさせる

こと 

 

 

 

 

 

 

 

[同左] 
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支障を生じさせ

ること 

24 保有個人情報等

を自己又は第三

者の不正な利益

を図る目的で利

用すること 

[略] 

[略] 
 

 

 

24 保有個人情報を

自己又は第三者

の不正な利益を

図る目的で利用

すること 

[同左] 

[同左] 
 

備考 表中の[ ]の記載及び対象規定の二重傍線を付した標記部分を除く全体に付した傍線

は注記である。 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

令和５年２月９日提出 

大阪市長  松 井 一 郎  

 

説 明 

地方公務員法の一部改正に伴い、管理監督職勤務上限年齢による降任及び60歳を超える職員の給

料に関する特例措置による降給の手続並びに当該特例措置により給料が改定された場合における減

給の効果を定めるとともに、規定を整備するため、条例の一部を改正する必要があるので、この案

を提出する次第である。 

  


